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一般会計 19億6,408万4千円

特別会計 1億1,355万6千円

計 20億7,764万円

１　赤ちゃんに選ばれるまちになる

・ 待機児童解消対策事業 3,904万1千円 〔 8頁〕

２　思わず出歩きたくなるまちになる

・ 中心市街地まちづくり推進事業 6億445万4千円 〔10頁〕

３　みんなが安心できる強いまちになる

・ 1,626万8千円 〔12頁〕

４　未来を生きる力を育み合うまちになる

・ 新たな学校づくり推進事業 1億3,399万7千円 〔14頁〕

５　その他

・ 生活扶助基準改定に関する最高裁判決に伴う

追加給付事業 7億8,858万8千円 〔15頁〕

・ 501万5千円 〔16頁〕

・ まちだ市民討議会事業 51万8千円 〔17頁〕

・ 957万2千円

・ 1億398万4千円

６月補正予算の概要

一般会計補正予算の主な内容

防災対策促進事業

後期高齢者医療事業会計

町田駅周辺客引き等防止事業

下水道事業会計

特別会計の補正額

6月補正予算では、当初予算が骨格予算であったことを受け、留保していた財源を活

用し、政策的な事業を計上します。

町田駅周辺の再開発については、リーディングエリアである森野住宅地区の集客機

能の導入に向けた検討や地区内の道路・橋梁等の配置の検討を進めます。

新たな学校づくり推進事業については、第2期3地区において新設する小中学校の建

設基本計画の策定および基本設計に着手します。

また、町田駅周辺における不快な客引きやスカウト行為を改善するための防止条例

の制定に向けて、市民意識調査を実施します。

さらに、市が抱える課題に対して幅広く市民の意見を聞く機会として、市民討議会

を実施します。

その他、生活扶助基準改定に係る2025年6月の最高裁判決に基づき、対象となる世

帯への生活保護費の追加給付の実施に係る経費等を計上します。
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 ２０２６年度６月補正　会計別予算構成表 (千円）

構成比（％） 構成比（％）

207,674,590 59.8 1,964,084－　　　　 209,638,674 60.0

39,912,909 11.5 0－　　　　 39,912,909 11.4

43,315,962 12.5 0－　　　　 43,315,962 12.4

16,029,481 4.6 9,572－　　　　 16,039,053 4.6

1,571,500 0.5 0－　　　　 1,571,500 0.5

19,253,049 5.5 103,984 19,357,033 5.6

収　益　的 12,401,428 3.5 103,984 12,505,412 3.6

資　本　的 6,851,621 2.0 0 6,851,621 2.0

19,296,310 5.6 0－　　　　 19,296,310 5.5

収　益　的 17,081,469 4.9 0－　　　　 17,081,469 4.9

資　本　的 2,214,841 0.7 0－　　　　 2,214,841 0.6

139,379,211 40.2 113,556－　　　　 139,492,767 40.0

347,053,801 100.0 2,077,640 349,131,441 100.0

○ 一般会計の補正額は19億6,408万4千円で、補正後の全会計予算総額3,491億3,144万1千円に対する

一般会計の構成比は60.0％です。

○ 後期高齢者医療事業会計の補正額は957万2千円で、後期高齢者医療制度の資格確認書を郵送する

経費を計上しています。

○ 下水道事業会計の補正額は1億398万4千円で、埼玉県八潮市で発生した道路陥没事故を受けて実施した

下水道管の全国特別重点調査の結果を踏まえた、雨水管の修繕費を計上しています。

合　　　　　　　計

特
別
会
計

小　　　　　　計

補正後額補正額

病 院 事 業 会 計

補正前額

下 水 道 事 業 会 計

　一　　般　　会　　計

介 護 保 険 事 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療
事 業 会 計

鶴 川 駅 南 土 地 区 画
整 理 事 業 会 計

国 民 健 康 保 険
事 業 会 計

区　　　　　分

一般会計
209,638,674

介護保険
43,315,962

国民健康保険
39,912,909

下水道
19,357,033

病院
19,296,310

後期高齢者医療
16,039,053

鶴川南
1,571,500

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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 ２０２６年度６月補正　一般会計歳入予算内訳表 (千円）

構成比（％） 構成比（％）

1. 73,522,756 35.4 800,000－　　　　 74,322,756 35.5

2. 743,000 0.4 －　　　　　－　　　　 743,000 0.4

3. 401,000 0.2 －　　　　　－　　　　 401,000 0.2

4. 981,000 0.5 －　　　　　－　　　　 981,000 0.5

5. 1,764,000 0.8 －　　　　　－　　　　 1,764,000 0.8

6. 1,756,000 0.8 －　　　　　－　　　　 1,756,000 0.8

7. 11,196,000 5.4 －　　　　　－　　　　 11,196,000 5.3

8. 39,000 0.0 －　　　　　－　　　　 39,000 0.0

9. 1 0.0 －　　　　　 1 0.0

10. 863,000 0.4 －　　　　　－　　　　 863,000 0.4

11. 5,230,000 2.5 －　　　　　－　　　　 5,230,000 2.5

12. 45,000 0.0 －　　　　　－　　　　 45,000 0.0

13. 140,739 0.1 －　　　　　－　　　　 140,739 0.1

14. 3,713,396 1.8 －　　　　　－　　　　 3,713,396 1.8

15. 42,947,475 20.7 618,706－　　　　 43,566,181 20.8

16. 33,096,631 15.9 76,047－　　　　 33,172,678 15.8

17. 1,070,838 0.5 －　　　　　－　　　　 1,070,838 0.5

18. 365,529 0.2 －　　　　　－　　　　 365,529 0.2

19. 8,895,842 4.3 383,309－　　　　 9,279,151 4.4

20. 1,000,000 0.5 －　　　　　－　　　　 1,000,000 0.5

21. 6,333,383 3.1 22－　　　　 6,333,405 3.0

22. 13,570,000 6.5 86,000－　　　　 13,656,000 6.5

207,674,590 100.0 1,964,084 209,638,674 100.0

 ６月補正予算の主なもの

○款  1.市税 個人市民税（8.0億円）

○款15.国庫支出金 生活保護費負担金(5.9億円）、保育対策総合支援事業費補助金(0.2億円)

○款16.都支出金 民生委員費委託金（0.5億円）、

小規模保育支援事業費補助金(8百万円)、都市計画費補助金(6百万円）

○款19.繰入金

○款22.市債 雨水管改修事業債(0.4 億円）、消防施設整備事業債(0.4億円)

地 方 消 費 税 交 付 金

財政調整基金繰入金(3.8億円)

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

歳 　  入   　合  　 計

市 債

款

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

補正後額補正前額 補正額

繰 越 金

諸 収 入

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

市 税

地 方 譲 与 税

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

市税
74,322,756

国庫支出金
43,566,181

都支出金
33,172,678

市債
13,656,000

地方消費税交付金
11,196,000

繰入金
9,279,151

繰越金
1,000,000

その他
23,445,908

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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  ２０２６年度６月補正　一般会計歳出予算　目的別内訳表 （千円）

国都支出金 地方債 その他

1. 0.3 －　　　　 670,204 0.3 －　　　 －　　　 －　　　 －　　　

2. 11.0 57,946 22,826,616 10.9 184 －　　　 22 57,740

3. 51.5 896,689 107,803,215 51.4 680,721 －　　　 －　　　 215,968

4. 8.0 80,105 16,608,552 7.9 35,008 －　　　 －　　　 45,097

5. 0.0 －　　　　 39,942 0.0 －　　　 －　　　 －　　　 －　　　

6. 0.2 －　　　　 397,529 0.2 －　　　 －　　　 －　　　 －　　　

7. 0.5 －　　　　 1,123,131 0.5 －　　　 －　　　 －　　　 －　　　

8. 10.0 756,718 21,595,288 10.3 11,190 50,000 3,143 692,385

9. 2.6 2,384 5,457,922 2.6 △ 32,350 36,000 －　　　 △ 1,266

10. 11.5 170,242 24,021,813 11.5 －　　　 －　　　 －　　　 170,242

11. 0.0 －　　　　 6 0.0 －　　　 －　　　 －　　　 －　　　

12. 4.3 －　　　　 8,894,456 4.3 －　　　 －　　　 －　　　 －　　　

13. 0.1 －　　　　 200,000 0.1 －　　　 －　　　 －　　　 －　　　

100.0 1,964,084 209,638,674 100.0 694,753 86,000 3,165 1,180,166

 ６月補正予算の主なもの

○款   2.総務費 減債基金積立金（0.5億円）、安全対策費調査等委託料(5百万円)

○款   3.民生費 生活保護費追加給付金（7.8億円）、民生児童委員謝礼（0.5億円）、

民間保育所整備事業費補助金(0.4億円)、後期高齢者医療事業会計繰出金(0.1億円)、

保育・幼稚園費施設等利用給付金（7百万円）

○款  4.衛生費 循環型施設整備事業用地管理委託料(0.3億円)、循環型施設整備事業測量委託料(0.3億円)、

保健医療対策事業備品購入費(8百万円)、母子健診事業健康診査等委託料(8百万円）

○款  8.土木費 中心市街地開発推進基金積立金(5.0億円)、中心市街地開発推進事業設計委託料(0.5億円)、

多摩都市モノレール基金積立金(0.5億円)、道路等修繕料(0.5億円)、

中心市街地開発推進事業検討委託料(0.4億円)、下水道事業会計負担金(0.3億円)、

薬師池公園四季彩の杜整備事業用地購入費(0.2億円）

○款  9.消防費 消火器購入費補助金(△6百万円)、感震ブレーカー設置支援補助金(6百万円)、

避難者生活支援等補助金(6百万円)、防災活動拠点電源確保補助金(△3百万円)

○款10.教育費 小学校増改築事業設計委託料（0.8億円)、中学校増改築事業設計委託料(0.4億円)、

金森図書館改修工事費(0.2億円）、中学校増改築事業整備工事費(0.2億円)

一般財源

22,768,670

670,204

款

39,942

構成比

（％）
構成比

（％）
補正前額 補正額 補正後額

補 正 額 の 財 源 内 訳

20,838,570

特 定 財 源

労 働 費

農 林 費

民 生 費

衛 生 費 16,528,447

106,906,526

商 工 費

土 木 費

議 会 費

総 務 費

397,529

1,123,131

消 防 費

歳 出 合 計

災害復旧費

207,674,590

公 債 費

予 備 費 200,000

23,851,571

6

8,894,456

教 育 費

5,455,538

民生費
107,803,215

教育費
24,021,813

総務費
22,826,616

土木費
21,595,288

衛生費
16,608,552

公債費
8,894,456

消防費
5,457,922

商工費
1,123,131

その他
1,307,681

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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 ２０２６年度６月補正　一般会計歳出予算　性質別内訳表 （千円）

構成比（％） 構成比（％）

26,787,287 12.9 4,884 26,792,171 12.8

25,907,508 12.5 4,884 25,912,392 12.4

879,779 0.4 －　　　　　 879,779 0.4

70,496,550 33.9 793,025 71,289,575 34.0

8,894,455 4.3 －　　　　　 8,894,455 4.2

106,178,292 51.1 797,909 106,976,201 51.0

24,144,259 11.6 177,687 24,321,946 11.6

37,451,197 18.0 291,425 37,742,622 18.0

945,842 0.5 －　　　　　 945,842 0.5

15,706,385 7.6 64,559 15,770,944 7.5

21,673,327 10.4 35,135 21,708,462 10.4

1 0.0 －　　　　　 1 0.0

1,375,287 0.7 597,369 1,972,656 0.9

200,000 0.1 －　　　　　 200,000 0.1

77,352,039 37.3 988,488 78,340,527 37.4

207,674,590 100.0 1,964,084 209,638,674 100.0

投資的経費　内訳

2,367,073 　　　　農林費 86,615 　　　　　消防費 262,924
907,437 　　　　商工費 0 　　　　　教育費 7,530,348

1,002,357 　　　　土木費 12,165,186 　　　　　災害復旧費 6

 ６月補正予算の主なもの

○人件費 職員人件費（5百万円）

○扶助費 生活保護費追加給付金（7.8億円）、保育・幼稚園費施設等利用給付金（7百万円）

○投資的経費 道路等修繕料（0.5億円）、民間保育所整備事業費補助金（0.4億円）

○物件費 小学校増改築事業設計委託料（0.8億円)、中心市街地開発推進事業設計委託料(0.5億円)、

中学校増改築事業設計委託料(0.4億円)、中心市街地開発推進事業検討委託料(0.4億円)、

循環型施設整備事業用地管理委託料(0.3億円)、

中心市街地開発推進事業測量委託料(0.2億円)、

○補助費等 民生児童委員謝礼（0.5億円）、小学校増改築事業国庫支出金返還金(9百万円)

○繰出金 下水道事業会計負担金(0.3億円)

○積立金 中心市街地開発推進基金積立金(5.0億円)、

多摩都市モノレール基金積立金(0.5億円)、減債基金積立金(0.5 億円)

補 助 費 等

義
務
的
経
費

そ
の
他
経
費

予 備 費

計

扶 助 費

出 資 金 ・ 貸 付 金

積 立 金

繰 出 金

公 債 費

投 資 的 経 費

　　　　総務費
　　　　民生費
　　　　衛生費

職 員 給 与 費

特 別 職 給 与 費 等

補正前額 補正後額補正額区　　　　　分

人 件 費

歳 　  出   　合  　 計

計

物 件 費

維 持 補 修 費

人件費
26,792,171

扶助費
71,289,575

公債費
8,894,455

投資的経費
24,321,946

物件費
37,742,622

維持補修費
945,842

補助費等
15,770,944

繰出金
21,708,462

その他
2,172,657

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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件 名 待機児童解消対策事業 

予算額 （単位：千円） 
財源内訳 

国庫支出金 都支出金 市債 その他 一般財源 

39,041 18,128 12,973 0 0 7,940 

【事業の背景・目的】 

2026 年 4 月の保育所等入所申請において、女

性の就業率向上や、0 歳から 5 歳児の転入などに

よる人口増に加え、2025 年 9 月に開始された東京

都の「保育料第１子無償化」などが要因となり、新

規入所申込者数が 2025 年度から増加しました。 

2026 年 4 月入所に向け、認可保育所 1 園の整

備や、既存施設の活用などにより受け皿の拡大を

図りましたが、4 月 1 日時点の待機児童数は、90 人

となり、2025 年 4 月から増加する結果となりました。 

待機児童数や人口推計値等を踏まえ、保育のニ

ーズと確保量を再検証した結果、想定を上回る確保量の不足が生じる見込みです。3 歳児以降の確保量には

余裕があることから、1 歳児・2 歳児に特化した緊急対策として、2027 年 4 月開所の小規模保育事業所（市認

可）1 園を新たに整備します。 

 

【事業の内容】 

 表 1）0 歳児から 5 歳児人口の推移（2026 年 3 月時点） 

 2022 年 4 月 2023 年 4 月 2024 年 4 月 2025 年 4 月 2026 年 4 月 

0～5 歳児人口 17,364人 17,056人 16,596人 16,161人 16,269人 

対前年度増減  ▲357 人 ▲308 人 ▲460 人 ▲435 人 108 人 

 表 2）定員数の推移 

 2022 年 4 月 2023 年 4 月 2024 年 4 月 2025 年 4 月 2026 年 4 月 

定員数 8,776 人 8,909 人 8,994 人 9,086 人 9,234 人 

対前年度増減 41 人 133 人 85 人 92 人 148 人 

認可保育所数 74 園 75 園 76 園 76 園 77 園 

認定こども園数 14 園 14 園 14 園 14 園 14 園 

家庭的保育者数 13 人 13 人 12 人 12 人 11 人 

小規模保育園 19 園 19 園 19 園 19 園 19 園 

 表 3）待機児童数の推移 

 2022 年 4 月 2023 年 4 月 2024 年 4 月 2025 年 4 月 2026 年 4 月 

待機児童数 75 人 30 人 28 人 40 人 90 人 

対前年度増減 ▲1 人 ▲45 人 ▲2 人 12 人 50 人 

 

 

 

 

 

■町田市内【地域別】における待機児童数の分布（2026年4月時点）

（単位：人）

8 43 859

忠生地域

堺地域

鶴川地域

町田地域

南地域

1 34

1歳 2歳0歳

0

3 7 212

5 9 115
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【主な事業費】 

○小規模保育所の整備 

2027 年 4 月の開所に向け、南地域に小規模保育所 1 園を新たに整備するため、施設整備費補助を行

います。 

 

事業内容 地域 予定定員数 
予定定員増 

開所予定 
 うち 3 歳児未満 

小規模保育事業所（賃借型） 南 19 人 19 人 19 人 2027年4月 

 

【事業スケジュール】 

 2026 年度 

□
□
□
□
年
□
月
開
所 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

公募期間 
 

           

事 業 者 選 考 ・

決定 

   
 

        

設計・工事      
 

      

検査・認可           
 

 

 

 

【事業費】  

民間保育所整備事業費補助金 38,741 千円 

非常通報装置設置事業補助金 300 千円 

 

【特定財源】 

 

保育対策総合支援事業費補助金（国 2/3） 18,128 千円 

待機児童解消市町村支援事業補助金（都 2/3 等） 12,673 千円 

子ども家庭支援包括補助事業費補助金（都 10/10） 300 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先 
子ども生活部 子育て推進課長 田中 

  保育・幼稚園課長 河手 
電話 

724-4467 

724-2138 
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件 名 中心市街地まちづくり推進事業 

予算額 （単位：千円） 
財源内訳 

国庫支出金 都支出金 市債 その他 一般財源 

604,454 0 3,990 0 0 600,464 

 

【事業の背景・目的】 

「町田駅周辺開発推進計画」に基づき、多くの人々が「町田に行ってみよう」、「町田で集まろう」と感じられる

魅力的なまちづくりを推進します。多摩都市モノレールの新たな起終点ともなる町田駅周辺の再開発を通じ、

将来にわたって賑わいと交流が生まれ続けるまちづくりを目指します。 

特に、リーディングエリアである森野住宅周辺地区のまちづくりを推進し、新たな都市機能の導入によって町

田駅周辺の魅力を高めるととも周辺エリアにおける開発の機運醸成を図ります。 

 

①  D 地区関連（リーディングエリア） 

 

【事業内容】（事業費計 103,084 千円） 

集客施設の基本計画と、地区内の道路・橋梁の設計等を進めます。 

 

JR 立体交差検討業務委託料 39,699 千円  

森野住宅周辺地区西側・北側まちづくり検討委託料 20,009 千円  

森野住宅周辺地区集客機能検討委託料 16,800 千円  

森野住宅周辺地区測量業務委託料 15,074 千円  

森野住宅周辺地区道路設計業務委託 11,502 千円  

 

 

 

 

 

 

 【D 地区】 森野住宅周辺地区 

地
区
□
特
性
□
役
割
□ 

導
入
機
能
□
□
□
□ 

大規模なオープンスペースを活かした新たな「賑わいと憩いの空間」 

（音楽・演劇を中心として、スポーツやイベントなども多目的に楽しめる集客機能、広場空間、都市型住

宅） 

□
れ
□
□
□
取
組
□ 

開
発
実
現
□
□
□
見
通
□ 

2021 年度 「まちづくり勉強会」における検討開始 

2022 年度 「森野住宅周辺地区まちづくり構想」を策定 

2024 年度 「まちづくり協議会」を発足 

地権者とともに、より具体的なまちづくりの協議を進めており、市は 2030 年頃の都市計画決定を目

指している。 
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. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② その他 （事業費計 501,370 千円）  

・町田駅周辺再開発について、機運醸成を図るため、学生とのコラボレーション企画等をはじめ、様々な情報

発信を行います。 

・町田駅周辺の再開発における将来的な財政負担の平準化のため、「中心市街地開発推進基金」を設立し、

基金を積み立てます。 

 

中心市街地開発推進基金 500,000 千円  

町田駅周辺開発情報発信等委託料 1,000 千円  

印刷製本費 370 千円  

 

  【特定財源】 

TAMA 拠点形成プロジェクト支援事業(都) 3,990 千円  
 

 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 

 
D 地区 
まちづくり検討 
 

    

集客施設 

    

JR 立体・地区
内道路 

    

 
西側・北側 
まちづくり検討 
 

    

問合せ先 都市づくり部 都市政策課中心市街地開発推進室長 及川 電話 851-7576 

まちづくり協議会 
（まちづくり方針決定） 

準備組織 
（都市計画準備） 都市計画決定 

まちづくり勉強会 
（まちづくり方針決定） 

測量・構造検討 JＲ東と設計協定締結 詳細設計 

準備組織(西側・北側) 
（都市計画準備） 都市計画決定 

集客機能の検討 
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件 名 防災対策促進事業 

予算額 （単位：千円） 
財源内訳 

国庫支出金 都支出金 市債 その他 一般財源 

16,268 0 6,650 0 22 9,596 

【事業の背景・目的】 

近年、大規模地震の発生を受けて、市民の防災意識は一層高まっています。市では、発災後も住み慣

れた環境で生活を継続する「在宅避難」を促進しています。その一環として、市民向けに感震ブレーカー等

の購入補助を行うとともに、自主防災組織向けに、大規模停電時でも町内会館等の防災活動拠点で通信

環境を維持できるよう、蓄電池や非常用発電機等の購入補助を行います。 

 

【事業の内容】 

（１）申請方法、期間等  

対象者 
申請日現在、市内に住民登録があり、その住所に居住している世帯 

 ※③蓄電池・非常用発電機・Wi-Fi は自主防災組織が対象 

申請方法 オンライン申請、郵送または窓口  

申請期間 2026 年 9 月 1 日から 2027 年 1 月 31 日まで（予定） ※上限に達した時点で終了 

交付時期 11 月以降順次 

（２）補助事業の内容 

①感震ブレーカー（新規） 

概要 地震発生時における電気火災の発生防止対策 

対象品目 
内閣府「感震ブレーカー等の性能評価 ガイドライン」の規格・性能を満たす 

感震ブレーカー （アは取付工事費含む） 

補助金額 

ア 取付工事を伴う一括遮断型 （分電盤タイプ内蔵型・外付型等） 

   購入金額の 4 分の 3 を補助（補助上限 60,000 円） 

イ 取付工事不要な一括遮断型・特定機器遮断型 

   購入金額の 4 分の 3 を補助（補助上限 5,000 円） 

②家具転倒防止器具（新規）・家庭用消火器（拡充） 

概要 家具転倒による負傷防止・避難経路の確保および初期消火による延焼防止対策 

対象品目 
家具類の転倒・落下・移動防止対策に資する器具（取付費含む） 

初期消火に用いる家庭用消火器（国家検定合格品のもの） 

補助金額 
購入金額の 2 分の 1 を補助（補助上限 10,000 円）  

※家庭用消火器は一世帯 1 本かつ補助上限 5,000 円 

③蓄電池・非常用発電機・Wi-Fi（継続） 

概要 防災活動拠点における電源確保及び情報収集環境の整備対策 

対象品目 
災害時に活用できる蓄電池、非常用発電機、Wi-Fi 

※いずれも可搬式のもの 

補助金額 
購入金額の 2 分の 1 を補助（補助上限 75,000 円） 

  ※Wi-Fi は補助上限 15,000 円 
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【事業費】 

①感震ブレーカー設置支援補助金 5,850 千円 

②③避難者生活支援等補助金  5,500 千円 

①②③会計年度職員人件費 4,884 千円 

①②③消耗品（封筒代）  34 千円 

 

【特定財源】 

①感震ブレーカー設置支援補助金（都 1/2）    3,900 千円 

②③避難者生活支援等補助金（都 1/4） 2,750 千円 

①②③雇用保険本人負担金 22 千円 

 

【スケジュール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先 防災安全部 防災課長 中坪 電話 724-3218 
 

7 8 9 10 11 12 1 2 3

2027年2026年

準備・広報 申請受付

交付決定・補助金交付

住み慣れた自宅等での 

「在宅避難」 
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件 名 

新たな学校づくり推進事業（統合新設・建替え等） 

～子どもも大人も、ともに学び、ともに育つ学び舎づくり（「地

域活用型学校」の実現に向けて）～ 

予算額 （単位：千円） 
財源内訳 

国庫支出金 都支出金 市債 その他 一般財源 

133,997 0 0 0 0 133,997 

【事業の背景・目的】 

「新たな学校づくり推進計画」に基づき、少子化と学校施設の老朽化という課題に対応し、未来の子どもた

ちにより良い教育環境を整備します。併せて、地域活動の拠点となる「地域活用型学校」として、各地区で新

たな学校づくりを推進します。 

【事業の内容】 

① 第 2 期 3 地区の、新校舎建設に向け、建設基本計画の策定と基本設計を 2 ヶ年で実施します。 

・南第三・第四地区統合新設小学校建設基本計画・基本設計 （2034 年 4 月開校・校舎使用開始） 

・小山田・小山田南地区統合新設小学校建設基本計画・基本設計 （2035 年 4 月開校・校舎使用開始） 

・町田第三・山崎地区統合新設中学校建設基本計画・基本設計 （2033 年 4 月開校・校舎使用開始） 

② 第１期の成瀬小学校建設に伴い、解体・撤去した南第二小学校の設備（屋上断熱、ペアガラス、ＬＥＤ）に

関して、国の補助金に係る財産処分制限期間の残存部分を返還します。 

【スケジュール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

① 南第三・第四地区統合新設小学校建設基本計画・基本設計委託料 

（2026～2027 年度債務負担行為事業 総事業費 138,842 千円） 

41,652 千円 

① 小山田・小山田南地区統合新設小学校建設基本計画・基本設計委託料 

（2026～2027 年度債務負担行為事業 総事業費 138,842 千円） 

41,652 千円 

① 町田第三・山崎地区統合新設中学校建設基本計画・基本設計委託料 

（2026～2027 年度債務負担行為事業 総事業費 138,842 千円） 

41,652 千円 

② 国庫支出金返還金 9,041 千円 
 

問合せ先 学校教育部 施設課長 本田 電話 724-2174 

 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2026年度 2027年度

基本計画・基本設計

地区 対象校 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036

南第三小

南第四小

地区 対象校 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036

小山田小

小山田南小

地区 対象校 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036

町田第三中

山崎中
町田第三・山崎

南第三・南第四

小山田・小山田南

仮校舎（南中） 新校舎

仮校舎 新校舎

新校舎（旧本町田小）

統
合
移
転

統
合

統
合

移
転

移
転
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件 名 
生活扶助基準改定に関する最高裁判決に伴う生活保護費の追加給

付事業 

予算額 （単位：千円） 
財源内訳 

国庫支出金 都支出金 市債 その他 一般財源 

788,588 592,147 0 0 0 196,441 

【事業の背景・目的】 

国が 2013 年に実施した生活保護制度の生活扶助基準の改定に関し、2025 年 6 月 27 日、最高裁判所に

おいて、「自治体による保護変更決定処分を取り消す」という判決がありました。国はこの判決を受け、当時

の基準改定における引き下げ率を再検討し、対象世帯へ追加給付を行うことを決定しました。 

町田市においても、国の決定に基づき、対象世帯へ生活保護費の追加給付を実施するための費用を計

上します。 

 

【事業の内容】 

追加給付 

対象世帯 

①2013 年 8 月以降に町田市での生活保護受給歴があり、現在町田市で生活保護

を受給している世帯 

②2013 年 8 月以降に町田市での生活保護受給歴があり、現在は町田市で生活保

護を受給していない世帯（廃止世帯） 

対象世帯数見込 
①受給世帯数：6,339 世帯（2026 年 3 月 1 日時点） 

②廃止世帯数：3,335 世帯（2026 年 3 月 1 日時点） 

追加給付金額 
2026 年 4 月に生活保護システムから抽出したデータを、国から配付された計算ツ

ールに取り込み、各世帯の追加給付額を決定し、支給 

申出方法 
①職権で給付（申出不要） 

②当時の世帯主からの申出による 

主な支給方法 口座振込 

 

【スケジュール】 

年度 2025 2026 

月 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

コール 

センター 

             

支給準備 

            
 

支給事務 

   

 

 

      

 

 

【主な事業費】 

生活保護追加給付費 785,764 千円 

【主な特定財源】 

生活保護費負担金（国 3/4） 

中国残留邦人等支援給付費負担金（国 3/4）     

588,639 千円 

684 千円 
 

問合せ先 地域福祉部 生活援護課長 中村 電話 724-2135 
 

データ抽出・取込・加工 

支給額決定 

②廃止世帯申出受付・支給 

●①受給世帯への給付 

コールセンター運営 
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件 名 町田駅周辺客引き等防止事業 

予算額 （単位：千円） 
財源内訳 

国庫支出金 都支出金 市債 その他 一般財源 

5,015 0 0 0 0 5,015 

【事業の背景・目的】 

町田駅周辺における不快な客引きやスカウト行為は、通行人への迷惑となるだけでなく、街のイメージ

低下や治安悪化の大きな要因となっており、市民からも改善を求める声が寄せられています。 

町田市では町田市生活安全条例が掲げる「安全で安心して暮らすことができる社会の実現」に向け、課

題を解決するための防止条例の新たな制定を検討しています。 

条例制定にあたっては、規制区域の範囲や対象とする行為などについて、特定の意見に偏ることなく、

幅広く市民の意識等を把握する必要があります。そのため、町田駅周辺の客引き行為等に関する市民意

識調査を実施します。 

 

【事業の内容】 

調査内容は以下のとおりです。 

調査対象 

① 町田市内に在住する 16 歳以上の市民 3,000 人 

（住民基本台帳から無作為に抽出） 

② 町田駅周辺の商店街関係者 1,000 人 

調査方法 調査票を郵送で配布し、回答は郵送とインターネット（Web）を併用して回収 

調査項目 

客引き行為等による被害経験や遭遇状況、心理的な不安度の把握 

規制区域の範囲や規制対象とする行為、過料等の導入に対する意見 

街の安全・安心全般に関する自由意見の収集など 

 

【スケジュール】 

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

市民意識調査の実施

集計・結果分析

報告書の作成

2026年 2027年

9月～10月

11月～12月

1月～2月

 

【事業費】 

町田駅周辺の客引き行為等に関する市民意識調査業務委託料 5,000 千円 

消耗品費（宛名シール） 15 千円 

問合せ先 防災安全部 市民生活安全課長 小宮 電話 724-4003 
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件 名 まちだ市民討議会事業 

予算額 （単位：千円） 
財源内訳 

国庫支出金 都支出金 市債 その他 一般財源 

518 0 0 0 0 518 

【事業の背景・目的】 

町田市ではこれまで、市政懇談会、市政モニター、パブリックコメント、市民参加型事業評価等を通じて市

民の声を市政に反映してきました。 

今後はこれらの手法に加え、市が抱える課題に対して幅広く市民の意見を聞く機会として、2016 年度以

来 10 年ぶりとなる「市民討議会」を実施します。 

※市民討議会とは：住民基本台帳から無作為に抽出された市民が小グループ（5～6 名）で特定のテーマ

を議論し、その結果を提言として市へ提出する仕組みです。 

 

【事業概要】 

実施時期 2027 年 2 月から 3 月（半日程度） 

実施場所 町田市庁舎（予定） 

実施方法 協定を締結した団体と事務局を設置して実施 

参加者 50～60 名程度 

・18 歳以上の市民約 1,800 名を無作為抽出し、案内を送付 

・参加の意思表示があった方を参加者として選出 

・参加者には謝礼（1 人 5,000 円想定）を支給 

 

 

【事業費】  

市民討議会負担金 500 千円 

消耗品費 18 千円 

問合せ先 政策経営部 広聴課長 田村 電話 724-2102 
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件 名 全国特別重点調査結果に基づく雨水管修繕事業 

一般会計予算額（千円） 

財源内訳 

国庫支出金 都支出金 市債 その他 一般財源 

45,649 0 0 41,000 0 4,649 

下水道事業会計予算額（千円） 国庫支出金 都支出金 企業債 その他 一般会計繰入金 

71,264 0 0 51,000 0 20,264 

【事業の背景・目的】 

埼玉県八潮市で発生した下水道管破損による道路陥没事故を受け、国土交通省の要請に基づき、2025

年度に「下水道管の全国特別重点調査」を実施しました。調査対象は 1994 年以前に設置された管径が 2m

以上の下水道管であり、町田市では汚水管の 75m と雨水管の 12,790m が調査対象でした。また、これに付

帯する小口径の管（以下、「接続管」）についても併せて状態確認を行いました。 

調査の結果、雨水管において大口径管 102 箇所、接続管 21 箇所（下水道部所管分 2 箇所、道路部所管

分 19 箇所）の損傷が、国の判定基準で最も優先度の高い「緊急度Ⅰ」として確認されました。 

国の基準では、緊急度Ⅰと判定された損傷は 1 年以内の速やかな対策が必要とされています。道路の陥

没を未然に防ぎ、安全性を確保するため、2026 年度内に雨水管の修繕を実施いたします。 

 

【事業の内容】 

①大口径管 

管径が 2m 以上であり、管内での直接作業が可能なため、損傷の

種類に基づき、管内部から補修材を塗布する「左官工法」を用いて

補修を実施いたします。 

 

②接続管 

管径が 200mm から 400mm と小口径で、管内での直接作業が困

難なことから、道路を掘削して破損箇所を新しい管に交換する「開

削工法」を用いて修繕いたします。 

 

【スケジュール】 

年
月 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

①大口径管

②接続管

2026 2027

左官工法による補修

開削工法による修繕
 

【事業費（※）】                         【特定財源（※）】 

①施設等管理委託料 49,820 千円  ①下水道事業債 51,000 千円 

①材料費（マンホール蓋等） 1,444 千円  ②-2 雨水管改修事業債 41,000 千円 

②-1 施設修繕費 20,000 千円    

②-2 道路等修繕料 45,649 千円    

（※①及び②-1 は下水道事業会計、②-2 は一般会計にかかる予算です） 

問合せ先 
下水道部 下水道管理課長 林田 

道路部 道路維持課長 家木 
電話 

724-4309 

724-1121 
 

左官工法による補修の様子 

開削工法による修繕の様子 
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件 名 障がい者歯科診療所運営事業 

予算額 （単位：千円） 
財源内訳 

国庫支出金 都支出金 市債 その他 一般財源 

7,513 0 5,008 0 0 2,505 

【事業の背景・目的】 

市では、一般の歯科診療所での診療が困難な障がい者、要介護高齢者、有病高齢者の方々を対象に、

「障がい者歯科診療所」を開設しています。 

2025 年度より、静脈内麻酔を用いた治療を開始しましたが、現在の鎮静方法では中等度以上の知的障が

いがある方や重度の嘔吐反射がある方などについては治療が困難なことから、年間で約 30 名が、町田市民

病院や大学病院へ紹介されています。こうした専門病院への通院は、患者にとって大きな負担となっていま

す。 

この課題を解決し、受入対象を拡大するため、東京都の補助金を活用して、より深い鎮静が可能となる麻

酔機器を新たに設置します。これにより、これまで対応が困難だった方々へも、歯科治療を提供できる体制

を整えます。 

 

【事業の内容】 

市が実施する障がい者歯科診療所の概要は以下のとおりです。 

・事業実施方法：指定管理者である町田市歯科医師会が実施 

・診療日：祝休日・年末年始を除く毎週水曜・木曜・第 1～第 4 金曜 

（ただし、第 1～第 4 金曜が休祝日の場合、第 5 金曜も診療） 

※今回設置する機器による診療日は月 2 日を予定。 

・場所：町田市健康福祉会館１階 

 

・静脈内麻酔を用いた治療による受診者数 

年度 2025（実績） 
 → 

2026（最大受入数） 

受診者数 25 人 72 人 ※ 

※2026 年 10 月に機器を設置した場合の想定人数です。治療内容により、人数は変動します。 

 

【事業費】 

麻酔機器購入費 4,433 千円 
ベッドサイドモニター購入費 3,080 千円 

 

【特定財源】 

東京都障害者歯科医療設備整備補助事業補助金 （都 2/3） 5,008 千円 
 

問合せ先 保健所 保健総務課長 堀 電話 724-4241 
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件 名 
（仮称）子ども・子育てサポート等複合施設整備事業（債務負担

行為の設定） 

予算額 （単位：千円） 
財源内訳 

国庫支出金 都支出金 市債 その他 一般財源 

0 0 0 0 0 0 

【事業の背景・目的】 

市は、教育センターの跡地を活用し、子ども・子育てに関する公共サービスと地域の魅力づくりの核となる

施設を整備します。2025 年度から基本設計に着手し、2030 年度の供用開始を目指しています。 

設計業務の過程で、子ども発達センターや都立児童相談所など多くの機能を複合することによる、施工上

の難易度や工程管理上の厳しい制約が改めて確認されました。これらの諸課題に対応し、施設整備を計画

的に実施するための対策を講じます。 

【事業の内容】 

工期短縮や計画変更のリスクを軽減するため、ECI 方式（※）を採用します。これにより、設計段階から技術

協力を行う工事施工予定者をプロポ―ザル方式で選定します。 

※ECI 方式（Early Contractor Involvement）とは、建設プロジェクトの設計段階（主に実施設計）から施工予

定者が参画し、施工の実施を前提として設計内容への技術協力を行う発注方式です。 

■ ECI 方式の導入必要性 

1 複合施設の集約に伴う構造・技術面の複雑性 

（1）防水・雨仕舞の施工

条件確定への対応 

多機能が一体的に配置される本施設は、動線計画やセキュリティ区分、設備要求が施設

ごとに異なり、建物構造が複雑化します。そのため、防水・雨仕舞・設備更新性等につい

て、施工性を踏まえた精緻な設計が求められます。 

（2）設備計画の精査と

施工的観点からの検証 

4 層にわたり各階のプランが異なるため、設備供給ルートが極めて複雑になります。膨大

な配管・配線の設定には、施工手順や搬入経路の確認、将来の改修スペース確保など、

施工的観点からの詳細な検証が不可欠です。 

2 ECI 方式の導入により期待される効果 

（1）高度な技術的知見

の活用 

設計段階から施工予定者が関与することで、施工上の制約等を早期に把握し、確実な施

工計画を策定します。 

（2）工期の最適化と確

実な履行 

現場実態を的確に捉えた施工計画を設計図書に反映することで、手戻りを防いで予定ど

おりの工事を実現し、早期の市民サービスに繋げます。 

【スケジュール】 

年度

実施設計

ECI方式
（技術提案・交渉方式）

2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

事業者

募集

技術協力業務

(～2027.8)

建設工事（2028.1～2030.12【約36か月】）

約14か月（～2027.8）

 

【事業費】 

技術協力業務委託料 0 千円（2026～2027 年度債務負担行為事業 総事業費 8,800 千円） 

問合せ先 政策経営部 企画政策課公共施設再編担当課長 渋谷 電話 724-2103 
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事業別支出科目一覧（一般会計）
款 項 目 事業名 所属名 金額（千円）

2 1 3 人事管理費 4,884

2 1 3 人事管理費02 会計年度任用職員人件費 職員課 4,884

2 1 3 人事管理費02 会計年度任用職員人件費会計年度任用職員報酬 3,530

2 1 3 人事管理費02 会計年度任用職員人件費職員手当等 631

2 1 3 人事管理費02 会計年度任用職員人件費会計年度任用職員にかかる社会保険料 723

2 1 7 広聴費 518

2 1 7 広聴費02 市民相談費 広聴課 518

2 1 7 広聴費02 市民相談費消耗品費 18

2 1 7 広聴費02 市民相談費市民討議会負担金 500

2 1 10 財政管理費 47,369

2 1 10 財政管理費02 財政事務費 財政課 47,369

2 1 10 財政管理費02 財政事務費減債基金積立金 47,369

2 1 14 企画費 160

2 1 14 企画費02 企画政策事務費 企画政策課 160

2 1 14 企画費02 企画政策事務費水道料金に係る基本料金無償臨時措置給付金 160

2 1 18 安全対策費 5,015

2 1 18 安全対策費02 安全対策費 市民生活安全課 5,015

2 1 18 安全対策費02 安全対策費消耗品費 15

2 1 18 安全対策費02 安全対策費調査等委託料 5,000

3 1 1 社会福祉総務費 51,120

3 1 1 社会福祉総務費09 民生児童委員費 福祉総務課 51,120

3 1 1 社会福祉総務費09 民生児童委員費委員謝礼 51,120

3 1 6 医療事業総務費 9,572

3 1 6 医療事業総務費01 後期高齢者医療事業会計繰出金 保険年金課 9,572

3 1 6 医療事業総務費01 後期高齢者医療事業会計繰出金後期高齢者医療事業会計繰出金 9,572

3 2 2 保育・幼稚園費 8,368

3 2 2 保育・幼稚園費03 私立幼稚園費 保育・幼稚園課 225

3 2 2 保育・幼稚園費03 私立幼稚園費幼稚園一時預かり補助金 225

3 2 2 保育・幼稚園費04 施設型給付費 保育・幼稚園課 482

3 2 2 保育・幼稚園費04 施設型給付費幼稚園一時預かり補助金 482

3 2 2 保育・幼稚園費06 認証保育所事業費 保育・幼稚園課 400

3 2 2 保育・幼稚園費06 認証保育所事業費認証保育所運営費等補助金 400

3 2 2 保育・幼稚園費11 施設等利用費 保育・幼稚園課 7,261

3 2 2 保育・幼稚園費11 施設等利用費施設等利用給付費 7,261

3 2 3 子育て推進費 39,041

3 2 3 子育て推進費08 保育所等整備補助事業費 子育て推進課 39,041

3 2 3 子育て推進費08 保育所等整備補助事業費非常通報装置設置事業補助金 300

3 2 3 子育て推進費08 保育所等整備補助事業費民間保育所整備事業費補助金 38,741

3 3 1 生活援護費 788,588

3 3 1 生活援護費03 生活保護費 生活援護課 788,588

3 3 1 生活援護費03 生活保護費電話料 96

3 3 1 生活援護費03 生活保護費郵便料 1,320

3 3 1 生活援護費03 生活保護費銀行組戻手数料 22

3 3 1 生活援護費03 生活保護費口座払込手数料 1,386

3 3 1 生活援護費03 生活保護費生活扶助費［国制度］ 784,852

3 3 1 生活援護費03 生活保護費中国残留邦人等支援給付費 912

4 1 1 保健総務費 7,513

4 1 1 保健総務費03 保健医療対策事業費 保健総務課 7,513

4 1 1 保健総務費03 保健医療対策事業費備品等購入費 7,513
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款 項 目 事業名 所属名 金額（千円）

4 1 3 保健予防費 7,595

4 1 3 保健予防費07 母子健診事業費 保健予防課 7,595

4 1 3 保健予防費07 母子健診事業費健康診査等委託料 7,314

4 1 3 保健予防費07 母子健診事業費妊婦健康診査等助成費 281

4 3 2 循環型施設整備費 64,997

4 3 2 循環型施設整備費02 資源化施設整備費 循環型施設整備課 64,997

4 3 2 循環型施設整備費02 資源化施設整備費事業・業務委託料 32,955

4 3 2 循環型施設整備費02 資源化施設整備費測量委託料 26,652

4 3 2 循環型施設整備費02 資源化施設整備費調査等委託料 5,390

8 1 2 治水管理費 4,713

8 1 2 治水管理費03 水路維持事業費 下水道管理課 4,713

8 1 2 治水管理費03 水路維持事業費測量委託料 952

8 1 2 治水管理費03 水路維持事業費用地購入費 3,761

8 2 3 道路維持費 52,645

8 2 3 道路維持費02 道路維持費 道路維持課 45,649

8 2 3 道路維持費02 道路維持費道路等修繕料 45,649

8 2 3 道路維持費03 道路橋梁費 道路維持課 6,996

8 2 3 道路維持費03 道路橋梁費実施設計委託料 6,996

8 3 1 都市計画管理費 654,454

8 3 1 都市計画管理費05 多摩都市モノレール推進費 都市政策課 50,000

8 3 1 都市計画管理費05 多摩都市モノレール推進費多摩都市モノレール基金積立金 50,000

8 3 1 都市計画管理費06 中心市街地開発推進費 都市政策課 604,454

8 3 1 都市計画管理費06 中心市街地開発推進費印刷製本費 370

8 3 1 都市計画管理費06 中心市街地開発推進費事業・業務委託料 37,809

8 3 1 都市計画管理費06 中心市街地開発推進費測量委託料 15,074

8 3 1 都市計画管理費06 中心市街地開発推進費設計委託料 51,201

8 3 1 都市計画管理費06 中心市街地開発推進費中心市街地開発推進基金積立金 500,000

8 3 7 公共下水道費 25,563

8 3 7 公共下水道費01 下水道事業会計費 下水道経営総務課 25,563

8 3 7 公共下水道費01 下水道事業会計費下水道事業会計負担金 25,563

8 3 8 公園緑地費 19,343

8 3 8 公園緑地費04 薬師池公園四季彩の杜事業費 公園緑地課 19,343

8 3 8 公園緑地費04 薬師池公園四季彩の杜事業費用地購入費 19,343

9 1 1 防災対策費 2,384

9 1 1 防災対策費04 災害対策費 防災課 2,384

9 1 1 防災対策費04 災害対策費消耗品費 34

9 1 1 防災対策費04 災害対策費防災活動拠点電源確保補助金 △ 3,000

9 1 1 防災対策費04 災害対策費消火器購入費補助金 △ 6,000

9 1 1 防災対策費04 災害対策費避難者生活支援等補助金 5,500

9 1 1 防災対策費04 災害対策費感震ブレーカー設置支援補助金 5,850

10 1 2 学校施設費 149,815

10 1 2 学校施設費03 小学校施設費 施設課 92,345

10 1 2 学校施設費03 小学校施設費設計委託料 83,304

10 1 2 学校施設費03 小学校施設費国庫支出金返還金 9,041

10 1 2 学校施設費04 中学校施設費 施設課 57,470

10 1 2 学校施設費04 中学校施設費設計委託料 41,652

10 1 2 学校施設費04 中学校施設費整備工事費 15,818

10 2 5 図書館費 20,427

10 2 5 図書館費05 金森図書館費 図書館 20,427

10 2 5 図書館費05 金森図書館費改修工事費 20,427
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事業別支出科目一覧（後期高齢者医療事業会計）
款 項 目 事業名 所属名 金額（千円）

1 1 1 一般管理費 9,572

1 1 1 一般管理費04 後期高齢者医療事務費 保険年金課 9,572

1 1 1 一般管理費04 後期高齢者医療事務費郵便料 9,572
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債務負担行為一覧（一般会計）

（追加）
（単位：千円）

期間
当該年度
事業費

債務負担行為
限度額

（次年度以降
の事業費）

総事業費

2026年度から
2027年度まで

0 8,800 8,800
技術協力業務委託
料

約0.1億円

2026年度から
2027年度まで

41,652 97,190 138,842 設計委託料 約1.4億円

2026年度から
2027年度まで

41,652 97,190 138,842 設計委託料 約1.4億円

2026年度から
2027年度まで

41,652 97,190 138,842 設計委託料 約1.4億円

事項 主な内容

（仮称）子ども・子育てサポー
ト等複合施設技術協力業務
委託事業

南第三・第四地区統合新設
小学校建設基本計画・基本
設計事業

町田第三・山崎地区統合新
設中学校建設基本計画・基
本設計事業

小山田・小山田南地区統合
新設小学校建設基本計画・
基本設計事業
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